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I. はじめに

水文・水環境研究部会は， その前身である応用水文
研究部会が1988年4月に発足して以来今年で35

年目を迎えた。 今回， 学会誌企画・編集委員会から頂
いた課題に，「20年，30年の科学的な歩みを振り返
ることが新しい技術の習得や普及を図るうえで有用
な示唆を提供する」という一文があった。 個人的にも
これまで， 長らく水文 ・ 水環境分野に関わる仕事に携
わってきたが， 以前の現地観測や解析法を近年のもの
と比較すると隔世の感がある。 それならば，35年間
の部会の活動を， 時代背景とともに関連分野の変化と
併せて振り返ることが， 与えられたテ ー マに応える一

歩となろう。 浅学を顧みず長期にわたる多様な研究を
振り返ることは荷が重い。 漏れや誤りなどがあれば遠
慮なくご指摘いただきたい。

II. 研究部会の沿革と部会誌「応用水文」

表ー1に本部会の歩みと関連する出来事を示す。 冒
頭に述べたように 本部会は，1988年に水文学に関
する学理と応用についての科学的研究を推進し， この
分野の飛躍的な発展を期レて発足した。 その後，2000

年に水環境に関わる研究の広がりや水質研究の進展に
伴い， これらの研究領域も含めることを目指して部会
名を現在のものへと改称している。

活動の中心は， 例年， 初冬に開催される水文 ・ 水環
境研究部会シンポジウムである。 これは，2日間かけ
て開催され， 発表数は平均すると10~14件程度であ
る。 その特徴は， 発表と討議に十分な時間が確保され
ていることである。 農業農村工学会大会講演会では，

1 発表当たりの時間が15 分と駆け 足であるが， シン
ポジウムでは30 分程度が充てられる。 発表内容は，
当初は査読なしの論文として部会誌「応用水文」に掲
載されたが，2007年度の第20号以降は， 著者の意向
で査読付きが選択できるようになり， それ以降は， 査
読論文と部会報告とに分かれている。 さらに， 2020
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年の第32号以降はWeb公開されている。
「応用水文」は2022年3月に第34号が発行され，

これまでに掲載された論文数は， 大会講演会で実施さ
れた関連 企画セッションの報告を含めると累計406
本を数える。 本報では， これらの論文タイトルから分
野やキ ー ワ ー ドを抽出または類推し，分類することで，
研究対象や内容の変化を振り返ることを試みる。 論文
著者の意図にかかわらず論文タイトルから分類を行 っ
ており， 客観性が担保された分類でないことをおこと
わりしておく。

なお，本報の参考文献はすべて「応用水文」であり，
主著者の姓と掲載号を記載 することで， 文末の文献リ
ストは省略した。

III. 観測・解析技術の進展

応用水文研究の重要なツ ー ルの一つは観測技術であ
る。 観測機器はこの30年あまりで大きく変わった。
個人的な経験と記憶の範囲から記すと，1990年代前
半の水文観測機器は， たとえば， 転倒マス雨量計や温
湿度計は記録紙を用いたゼンマイ式の記録計であった
し， メモリ ー 記録の自記圧力式水位計は1 本当たり

40万円強と高価であり， 大型の外部資金が一般的で
はなかった当時は複数の水位計を導入することは難し
かった。 メモリカ ー ドを用いたデータ記録装置も利用
可能であったが， 手元にあった機種は多数の単一乾電
池を毎月確実に交換しないとデータが消えてしまうよ
う な代物であった。 その頃はま だ， 米国Cambell
Scientific製の高機能プログラム式データロガも私の
周囲ではほとんど見かけなかった。

2000年前後になると， 各種センサやデータロガの
高性能化・品質向上と低価格化が急速に進んだ。 たと
えば，2000年に登場した小型データロガUIZ3635（ウ
イジン製 日置電機のOEM品）は， 省電力に大きく
寄与するプレヒ ー ト機能が付き，10 分間隔の水位観
測で3カ月を超える長期記録が可能で，かつ安価(2.5

万円）であった。 これにより， 水位観測は1点当たり
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20万円を下回る低価格で可能となり ， その後はセン
サの低廉化も進んだ。 さらに，2010年代からは携帯

回線を用いた遠隔観測が普及し， 近年の通信コストの

低減と相まって， 観測値だけでなく画像の送受信を含

め驚くほどの低価格で遠隔観測が可能になっている。

の ス ー パ ー コンピュ ー タの理論演算性能の推移を表

す。 当時は， 半導体回路の集積密度は1年半～2年で
2倍になるというム ー アの法則が余裕を持って実現さ

れていた時代であったが， 計算速度はこの30年強の

間に100万倍超と飛躍的に向上した。

また， この間計算機の性能も格段に向上した。 国
内のパソコンをみると1988年はようやく普及が進ん

できた頃であり ， 16ビットまたは発売されて間もな

い32ビットのCPUを搭載したNEC のPC9801シ
リ ー ズかその互換機がメインであった。 図ー 1に東京

大学の大型計算機センター （現情報基盤センター ）

このような計算能力の向上を背景として，水文モデ
ルにも著しい変化がみられた。1990年代の水文モデ
ルは， 雨量から精度よく流出を表すことができる菅原
のタンクモデルを改良， 展開したものを含めて集中型

モデルが中心であった。 たとえば， 長短期流出両用モ

デル（角屋・田中丸2)，複合タンクモデル（中島ら4),
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表ー1 水文・水環境研究部会の歩みと社会の出来事

研究部会の歩みと主な出来事
応用水文研究部会の発足 水文学の学理と応用に関する科学的研究を推進
「環境基本法」の制定 「公害対策基本法」(1967年）を発展的に継承
公共用水域の水質要監視項目に硝酸性窒素が登録（環境庁）
日本（釧路）にてラムサー ル条約第5回締約国会議
鹿児島県で平成5年8月豪雨による水害

海外の水害と干ばつ

米国で大洪水(4~10月）
囁ヽ ・ ・

平成6年渇水。北海道～九州地方では小雨による渇水が深刻化。40都道府県で給水制限や断水を実施

「応用水文 」第10号発行 累計掲載論文数109本 豪州南東部「ミレニアム干ばつ」
鹿児島県出水市の針原川土石流災害(7月） (1996-2010年）
農業環境三法（家畜排せつ物法 持続農業法の制定， 肥料取締法の一 部改正）が成立
硝酸性窒素が環境基準に（環境庁）
台風9918号により八代海湾奥部（熊本県）で高潮。干拓農地等に甚大な被害(9月）
部会名を水文 水環境研究部会に改称 近年の水環境に関わる研究の広がりや水質研究の進展に 北米南西部大干ばつ(2000年～現在）
伴い， 学会内での部会としてこれらの研究領域も含めることを目指す
IPCC第3次評価報告書「 地球の平均地上気温は， 20世紀に約06℃上昇した」(1月）
新潟県村上地域振興局管内で田んぼダムの取組み
農林水産環境政策の基本方針一環境保全を重視する農林水産業ヘ一

滋賀県「環境こだわり農業推進条例」（環境保全型農業直接支払の先進事例）琵琶湖集水域における農業負荷削減の進展が期待される
家畜排せつ物法により家畜ふん尿の素掘貯留が全廃 インド洋大津波(12月）
平成16年7月新潟 福島豪雨で刈谷田川などの堤防が決壊， 広範囲で浸水被害
食料 農業 農村基本計画において， 農業環境政策を政策の柱に ハリケ ー ン「カトリ ー ナ」 米国で大水害(8月）

「応用水文」第20号発行 累計掲載論文数245本
IPCC第4次評価報告書「ほとんどの地域で大雨の頻度が増加している可能性が高い」(11月）

I 中国干ばつ(2010-2011年） 東アフリカ大干ばつ(2010-2012年）
東日本大震災(3月） タイ洪水(7月～翌年1月）
兵庫県「総合治水条例」 水田やため池の雨水貯留機能の活用(4月）
島根県と山口県で大雨(7月） インド北部洪水(6月）
伊豆大島で記録的な大雨による土砂災害(10月． 台風1326号） 欧州洪水(5~6月）
滋賀県「流域治水の推進に関する条例 」の制定 「農地が有する雨水貯留浸透機能が持統的に発揮されるよう務めなければならない（一 部）」

(3月）
水循環基本法の制定 「健全な水循環の維持 回復」に向けて総合的に施策を進める(7月）
IPCC第5次評価報告書「21世紀の問 世界の平均海面水位は上昇を続けるだろう」
平成27年9月関東 東北豪雨で鬼怒川堤防が決壊

「応用水文」 第30号発行 累計掲載論文数364本 中国洪水(6~7月）
平成29年7月九州北部豪雨， 福岡県胡倉市， 大分県日 田市等で甚大な被害 ハリケーン「ハ ー ピー」米国等で水害(8月）
西日本豪雨(7月）． 倉敷市真備町で広範囲の冠水被害 欧州洪水(10~11月）
令和元年東日本台風(10月）， 千曲川や阿武隈川の堤防が決壊 豪州干ばつ(2017-2019年）
ー級河川水系において農業用ダムの事前放流が始まる（出水期より） 中国洪水(5~7月）
熊本豪雨(7月）， 球磨川水系の人吉などで広範囲の浸水被害 北米干ばつ(2020-2022年）
関係 16省庁による「流域治水の推進に向けた関係省庁実務者会議」が設置される(10月）
IPCC第6次評価報告書「人為起源の気候変動は， 世界中のすべての地域で， 豪州東部洪水(3月）
極端現象にすでに影響を及ぼしている」(8月） 欧州洪水(7月） トルコ洪水(8月）

「応用水文」第34号発行 累計掲載論文数406本 豪州東部洪水(2~4月） 欧州干ばつ(7月～）
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図ー1 東京大学のス ー パ ー コンビュ ー タの理論演算性能の

推移（東京大学情報基盤センター ）

タンクモデルとLQ式の組合せによる流出 負荷量の推
定（黒田7)などである。その後，2000年代以降は
分布型モデルヘと展開した。流域を対象としたものと
しては， 流出 解析への適用（松本ら19)， 水田瀧漑地
区への適用（吉田（武）ら24)， 汚濁負荷流出への適用

（井芹ら23)， 大規模貯水池灌漑地区 を対象とした解
析 （工藤ら25)などの発表がみられる。また， 計算
対象は， 流域から全国（工藤ら28)へ， そして， 全
球データを活用し，より広域（針谷ら24)へと広がっ
た。さらに ， 数万のパラメ ータの組合せ計算による最
適化（高田ら31)や水文モデルを用いた統計的な渇
水予測（吉田（武）ら33)など負荷の大きい計算も実
施されている。

近年は第3次人工知能プー ムと連動して，機械学
習（木村ら33)やAI技術の活用（中村ら34)等の
新しい解析手法を取り入れた研究も増えている。しか
し，AI手法と関連する研究は以前より取り組まれて
きており， ファジィ 推論（猿渡ら3)， ファジィ回帰
モデル（四ヶ所ら4入Alf/)水系統合管理への活用（猿
渡ら5)， 多層パーセプトロン（平松ら6)， ニュ ー ラ
ルネットワ ー ク（平松ら11, 齋ら19)， ファジィ化
ニュ ーラルネットワ ー クモデル（福田ら18)など多
くの報告がある。

IV. 水文・水環境研究の変遷

図ー2は， 掲載論文をそのタイトルから大きく地表
水， 水質， 生態系・環境地下水， その他に分け， そ
れらの論文数を5年ごとに集計し割合で示したもの
である。各分野は， オ ーバー ラップし境界は必ずしも
明瞭ではないが， ここではどれか一つに分類した。た
とえば， 水質水文の研究は ‘‘ 水質 ” に分類した。

図ー2 で それぞれの分野 の発表の割合をみると，
1992年まで の5年間は 地表水が71%， 水質が8%
であったのに対して1997年まで の5年間には 地表
水が44％に減少し， 水質が40％に増えている。これ

水土の知 90 (10) 
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図ー2 「応用水文」の発表における分野別割合

は，1990年代に農業に起因する環境負荷削減対策が
急務であった社会情勢と同期している。霞ヶ浦や琵琶
湖などの閉鎖性湖沼における環境基準の達成率の低さ
は当時農業・畜産業が主要な要因の一つとして指摘
されていた。しかし，肥料や家畜ふん尿などの流出（志
村・田淵10) は， いわゆる面源汚染であり， 排出者
の特定が難しく対策が遅れていた。そのため， 代かき
田植期を中心とする水田排水の影響（近藤10)や畑
地で顕在化した地下水硝酸態窒素汚染（黒田10)な
どの問題が山積していた。

このような状況に対して， 環境庁（当時） は，1993
年， 公害対策基本法(1967年制定） を発展的 に継承

し環境負荷の少ない持続的な発展が可能な社会の構築
を基本理念とする環境基本法を制定した。そして， 同

年に公共用水域の水質汚濁に係る環境基準の要監視項
目として硝酸性窒素を登録し， 1997年には地下水の
環境基準に追加登録した。さらに，1999年には要監
視項目から環境基準に 格上げされたが， これら一連の
動きは， 農業・畜産業に 環境対策を促す規制強化で
あったといえよう （表ー1)。

一 方，1999年に新農業基本法を制定した農林水産
省は， 食料 の安定供給の確保等に加えて， 農薬や肥料
の適正使用を含めた環境保全等の多面的機能 の発揮を
政策の柱に掲げた。同年， 持続農業法や家畜排せつ物
法の制定を含む農業環境三法の整備により農業環境対
策に着手した。2003年には環境保全型農業直接支払
制度の先駆けとして始まった滋賀県の「環境こだわり
農業推進条例」の制定により， 琵琶湖 集水域の農業環
境対策が本格的 に進められた。

このよう にして， 農村地域の水環境汚染の問題は，
2000年ごろをピ ー クとして徐々に沈静化に向かった。
水質に関する発表の割合は，1993年から2007年まで
の15年間は40％ を超え て い た が ，2008年以降 に

20％未満へと減少したのは， このような社会情勢を反
映したものと考えられる。
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図ー3 「応用水文」の発表にみる特定のキ ー ワ ー ドの出現
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れている。ほかにも， 増本(6)． 近森・角屋(6, 7, 
9)， 曹ら(12)など多数の研究があるが． 近年は． 洪
水時のダム操作を考慮した予測（工藤ら33) や分布
型水文モデルを用いたリアルタイム予測システム（皆
川ら33)へと展開している。気象予報の精度も向上
し降雨の分布情報などが得られるようになるとともに
水文モデルが複雑化する中で数値計算と観測値の
デー タ同化の方法も課題である。いずれにせよ． 洪水
対策への社会的要請は大き い。

温暖化に関連して， 水稲作では．2000年代以降
国内では白未熟粒の発生や粒張りの低下など品質低下
が問題視されているが， その要因として， 台風害や登
熟期の高温などの気象災害であることが指摘されてい
る。水稲作における温暖化の関連研究として，企画セッ
ション報告を含めて， 障害発生予測（脇山24) や水
管理技術（池上ら24 ． 坂田ら24, 吉田（貢）ら24.

32)などが報告されているt.

ここで，2008年からの5年間をみると その他の
割合が34％と増え ている。これを構成する発表をみ
ると22件中9件が「温暖化」と関連した発表である。
図ー3に，「応用水文」の発表にみるいくつかのキ ー ワ ー

ドの出現割合を示すが， 温暖化関連は2003年以降に
増加した。IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は，

2001年に「地球の平均地上気温 は20 世紀に約0.6℃
上昇した」とし，2007年に「大雨の頻度が増加した
可能性が高い」とする報告書を公表している。さらに

2021年には「人為起源の気候変動は， 世界中のすべ
ての地域で極端現象にすでに影響を及ぽしている」 と
報告し， 実際に， 近年は世界的にも豪雨災害や干ばつ

などの極端現象の頻発がみられ（表ー1)， 水文分野の
研究者に突き つけられた大きな課題となっている。

そのような中で， 兵庫県は，2012年にため池や水
田の持つ雨水貯留機能を治水に組み込んだ「総合治水
条例」を制定し，2014年には滋賀県が「流域治水の
推進に関する条例」を制定した。関東・東北豪雨(201 5

年），九州北部豪雨(2017年），西日本豪雨(2018年），
東日本台風(201 9年）， そして熊本豪雨(2020年）
と甚大な水害が続発する中で， 国においても2020年
に関係16省庁による流域治水の取組みが始まった。
田んぼダムの取組みは，2002年に新潟県で始まった
が， 関連研究として， 単位水田の水管理と流出量（渡
辺3)， 落水口の幅による水田の洪水防止機能（加治
佐14)， 田んぼダム 実施流域の評価（吉川ら21)な
ど蓄積も多く， また， ため池の活用では， 事前放流に
よる洪水軽減（立林ら31) がある。

ダム流域等を対象とした洪水予測は， 本部会の活動
初期から現在まで脈々と続く重要なテー マである。角
屋・田中丸(2) では， 長短期流出両用モデルにより
実時 間 洪 水 予測 が 行 わ れ， そ の後， よ り簡便な

Nearest-Neighbor法の適用（田中丸ら12) が試みら

V. おわりに

これまでみてき たように， 応用水文研究は， 長い目
つな

でみると社会情勢との繋がりが深く， そういった意味
で「実学」 であることを再認識することができ る。限
られた誌面の中で触れることができなかった事項も多
く， 筆者の非力を含めてあらためてお詫び申し上げたい。
なお， 本報の執筆に当たっては， 当初， 発表論文の

分類を行うため， 本 学会の投稿分野表のキ ー ワ ー ドの
活用を試みたが，よい結果が得られなかった。それは，
キ ー ワ ー ド群に新しい研究対象や手法が入っておら
ず， 時代の変遷を的確に表すことができなかったため
である。継続性を考慮するとあまり変えない方がいい
のかもしれないが，「実学」である農業農村工学では，
研究対象や手法は時代とともに移り変わるものと考え
られる。したがって， 関連するキ ー ワ ー ド群は適宜，
追加更新していく必要 があるのではないだろうか。
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